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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第31期
第３四半期
連結累計期間

第32期
第３四半期
連結累計期間

第31期

会計期間
自　平成27年３月１日
至　平成27年11月30日

自　平成28年３月１日
至　平成28年11月30日

自　平成27年３月１日
至　平成28年２月29日

売上高 (千円) 16,366,291 17,795,313 21,721,784

経常利益 (千円) 562,292 599,788 681,236

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(千円) 306,846 342,530 397,460

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 306,979 342,682 397,274

純資産額 (千円) 2,806,498 3,124,169 2,896,792

総資産額 (千円) 6,934,933 7,393,785 6,810,534

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 23.95 26.74 31.02

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) － － －

自己資本比率 (％) 40.5 42.3 42.5
 

　

回次
第31期
第３四半期
連結会計期間

第32期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自　平成27年９月１日
至　平成27年11月30日

自　平成28年９月１日
至　平成28年11月30日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 5.88 6.30
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

４．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、第１四半期連結累

計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としておりま

す。

 

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記

載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ(当社及び連結子会社)が判

断したものであります。

なお、第１四半期連結累計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13

日）等を適用し、「四半期純利益」を「親会社株主に帰属する四半期純利益」としております。　

 

(1) 業績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、中国を始めとするアジア新興国等の景気下振れリスクに加

え、英国のＥＵ離脱問題など海外経済の不確実性が高まるものの、政府や日銀の各種政策効果もあり雇用・所得環

境の改善が続き緩やかな回復基調で推移しております。

一方、個人消費は総じて底堅い動きで消費者マインドに持ち直しの動きがみられるものの、依然として節約志向

を脱しきれず、先行きは不透明な状況にあります。

小売業界においては、天候不順や訪日観光客の消費が減速するなかで、一般消費者の低価格志向・節約志向への

意識は依然として強く、業種業態を超えた競合はますます激化する状況にあります。

このような状況のもと、当社グループは、より低価格の生活必需商品群の品揃えを強化し、また、コンビニエン

ス性の高い、地域における生活便利店としての機能を果たすべく店舗運営を進めた結果、当第３四半期連結累計期

間は、売上高17,795,313千円(前期比8.7％増)、営業利益549,677千円(同4.6％増)、経常利益599,788千円(同6.7％

増)、親会社株主に帰属する四半期純利益342,530千円(同11.6％増)となりました。

 
(2) 財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末の資産合計は、前連結会計年度末に比べて583,251千円増加し、7,393,785千円とな

りました。これは主に、商品が344,818千円、土地を含む有形固定資産が293,168千円増加したこと等によります。

負債合計は、前連結会計年度末に比べて355,874千円増加し、4,269,616千円となりました。これは主に、買掛金

が248,493千円、短期借入金が66,000千円増加したこと等によります。

純資産合計は、前連結会計年度末に比べて227,376千円増加し、3,124,169千円となりました。これは主に、利益

剰余金が227,224千円増加したこと等によります。

なお、当社グループにおいては、小売事業以外の重要なセグメントはありませんので、セグメントの業績の記載

を省略しております。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(4) 研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 50,000,000

計 50,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成28年11月30日)

提出日現在発行数(株)
(平成29年１月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 12,812,000 12,812,000
東京証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
(スタンダード)

単元株式数
100株

計 12,812,000 12,812,000 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成28年９月１日～
平成28年11月30日

― 12,812,000 ― 320,300 ― 259,600
 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日(平成28年８月31日)に基づく株主名簿による記載をしております。

① 【発行済株式】

    平成28年８月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)　

― ―
普通株式 200

完全議決権株式(その他) 普通株式　 12,810,900 128,109 ―

単元未満株式 普通株式　 900 ― ―

発行済株式総数  12,812,000 ― ―

総株主の議決権 ― 128,109 ―
 

 

② 【自己株式等】

  平成28年８月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社ジェーソン

千葉県柏市大津ヶ丘
二丁目８番５号

200 ― 200 0.00

計 ― 200 ― 200 0.00
 

　

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社ジェーソン(E03509)

四半期報告書

 5/14



第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成28年９月１日から平成

28年11月30日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成28年３月１日から平成28年11月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成28年２月29日)

当第３四半期連結会計期間
(平成28年11月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 1,976,769 1,909,804

  売掛金 141,430 155,856

  商品 1,385,105 1,729,924

  貯蔵品 21,908 23,594

  繰延税金資産 35,933 44,387

  その他 149,662 154,813

  貸倒引当金 △60 △60

  流動資産合計 3,710,749 4,018,319

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物 2,013,037 2,063,773

    減価償却累計額 △1,306,348 △1,314,051

    建物及び構築物（純額） 706,689 749,722

   機械装置及び運搬具 285,941 309,607

    減価償却累計額 △216,459 △225,419

    機械装置及び運搬具（純額） 69,482 84,188

   土地 828,005 1,082,578

   リース資産 129,058 170,842

    減価償却累計額 △41,334 △58,416

    リース資産（純額） 87,723 112,426

   建設仮勘定 65,600 21,754

   有形固定資産合計 1,757,500 2,050,668

  無形固定資産 166,963 167,182

  投資その他の資産   

   投資有価証券 946 1,154

   長期貸付金 50 －

   敷金及び保証金 953,840 940,707

   繰延税金資産 56,435 53,958

   その他 164,048 161,793

   投資その他の資産合計 1,175,321 1,157,614

  固定資産合計 3,099,784 3,375,465

 資産合計 6,810,534 7,393,785
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成28年２月29日)

当第３四半期連結会計期間
(平成28年11月30日)

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 1,784,390 2,032,883

  短期借入金 180,000 246,000

  1年内返済予定の長期借入金 386,923 407,299

  リース債務 26,280 36,087

  未払金 342,021 341,126

  未払法人税等 212,128 136,636

  賞与引当金 34,811 67,216

  資産除去債務 1,465 －

  その他 178,072 173,341

  流動負債合計 3,146,092 3,440,591

 固定負債   

  長期借入金 150,488 153,930

  リース債務 68,803 86,228

  役員退職慰労引当金 239,153 256,110

  退職給付に係る負債 145,569 156,783

  資産除去債務 147,669 160,026

  その他 15,965 15,945

  固定負債合計 767,648 829,024

 負債合計 3,913,741 4,269,616

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 320,300 320,300

  資本剰余金 259,600 259,600

  利益剰余金 2,316,652 2,543,877

  自己株式 △50 △50

  株主資本合計 2,896,501 3,123,726

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 291 443

  その他の包括利益累計額合計 291 443

 純資産合計 2,896,792 3,124,169

負債純資産合計 6,810,534 7,393,785
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成27年３月１日
　至 平成27年11月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成28年３月１日
　至 平成28年11月30日)

売上高 16,366,291 17,795,313

売上原価 12,092,858 13,171,139

売上総利益 4,273,433 4,624,173

販売費及び一般管理費 3,748,120 4,074,495

営業利益 525,312 549,677

営業外収益   

 受取利息 3,950 3,591

 受取手数料 11,514 26,923

 固定資産賃貸料 9,632 9,591

 貸倒引当金戻入額 5,000 －

 補助金収入 3,825 －

 受取保険金 5 6,443

 その他 7,970 7,414

 営業外収益合計 41,898 53,965

営業外費用   

 支払利息 2,707 2,818

 固定資産賃貸費用 1,045 1,014

 その他 1,165 21

 営業外費用合計 4,919 3,855

経常利益 562,292 599,788

特別損失   

 減損損失 2,581 －

 特別損失合計 2,581 －

税金等調整前四半期純利益 559,711 599,788

法人税、住民税及び事業税 258,594 263,291

法人税等調整額 △5,729 △6,033

法人税等合計 252,864 257,257

四半期純利益 306,846 342,530

親会社株主に帰属する四半期純利益 306,846 342,530
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成27年３月１日
　至 平成27年11月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成28年３月１日
　至 平成28年11月30日)

四半期純利益 306,846 342,530

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 132 151

 その他の包括利益合計 132 151

四半期包括利益 306,979 342,682

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 306,979 342,682

 非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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【注記事項】

(会計方針の変更等)

（企業結合に関する会計基準等の適用）

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）、「連結財務諸表に関する会計基

準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　

平成25年９月13日）等を第１四半期連結会計期間から適用し、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分か

ら非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第３四半期連結累計

期間及び前連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。

 

（有形固定資産の減価償却の方法）

第１四半期連結会計期間より、法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関す

る実務上の取扱い」（実務対応報告第32号　平成28年６月17日）を適用し、平成28年４月１日以後に取得する建

物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

なお、当第３四半期連結累計期間において、損益に与える影響は軽微であります。

 
(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

 

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成27年３月１日
至　平成27年11月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成28年３月１日
至　平成28年11月30日)

減価償却費 92,585千円 113,533千円
 

 

(株主資本等関係)

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間(自　平成27年３月１日　至　平成27年11月30日)

配当金支払額

 

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年５月26日
定時株主総会

普通株式 90,963 7.10 平成27年２月28日 平成27年５月27日 利益剰余金
 

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間(自　平成28年３月１日　至　平成28年11月30日)

配当金支払額

 

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年５月27日
定時株主総会

普通株式 115,305 9.00 平成28年２月29日 平成28年５月30日 利益剰余金
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第３四半期連結累計期間(自　平成27年３月１日　至　平成27年11月30日)及び当第３四半期連結累計期間(自　

平成28年３月１日　至　平成28年11月30日)

当社グループにおいては、小売事業以外の重要なセグメントはありませんので、セグメント情報の記載を省略し

ております。

 

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成27年３月１日
至　平成27年11月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成28年３月１日
至　平成28年11月30日)

１株当たり四半期純利益金額 23円95銭 26円74銭

　(算定上の基礎)   

　親会社株主に帰属する四半期純利益金額(千円) 306,846 342,530

　普通株主に帰属しない金額(千円) － －

　普通株式に係る親会社株主に帰属する
　四半期純利益金額(千円)

306,846 342,530

　普通株式の期中平均株式数(株) 12,811,730 12,811,730
 

(注)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成29年１月13日

株式会社ジェーソン

取締役会  御中

 
有限責任 あずさ監査法人

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   星長　徹也　　印

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   伊藤　孝明　　印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ジェー

ソンの平成28年３月１日から平成29年２月28日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成28年９月１日から平

成28年11月30日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成28年３月１日から平成28年11月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期

レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ジェーソン及び連結子会社の平成28年11月30日現在の財

政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべ

ての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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